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研究成果の概要（和文）：第1に、組織開発研究を哲学的ルーツに遡って体系的に整理することで、理論的基盤
を確立した。第2に、人材育成やリーダーシップといったミクロレベルと、組織内の制度といったマクロレベル
の相互作用を踏まえて、組織開発のレパートリーを充実させた。第3に、研究者も組織の運営に介入するアクシ
ョン・サイエンスを必要とする方法論の整備を行なった。最後に、研究者が実務家との対話による介入を伴いな
がら、企業ごとに手法を開発し、多様化する現場ニーズに応答することを今後の課題に挙げた。

研究成果の概要（英文）：First, we build theoretical base in organization development through 
revisiting philosophical roots and integrating previous literature. Second, we enrich the repertoire
 of organization development in terms of an interaction between micro level (human resource 
development and leadership) and macro level (institution). Third, we prepare the methodology which 
includes action science. Finally, we suggest future research that researchers need to develop 
methods with respect to each organization and response different needs involving dialogue with 
practitioner.

研究分野： 経営学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義は、体系的な理論的視点を欠く組織開発研究に対して2点ある。第1に、理論的基盤の確立によって、
知識を体系的に整理できた点である。第2に、ミクロレベルとマクロレベルの相互作用を踏まえた組織開発のレ
パートリーを充実化させた点である。加えて、研究者が組織の運営に介入するアクション・サイエンスの必要性
を指摘した点は、経営学という学問分野に対する学術的意義だといえる。
社会的意義は、本研究メンバーが実務家との対話を伴う手法の開発を通じて、研究成果を即座に実務界に普及さ
せた点である。このことは、理論と実践の架橋が社会的に求められる経営学と理論的な裏付けによる実践を求め
る実務家の双方に有益である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 組織開発とは、組織の効果的な環境適応を促すために、人材や文化などのソフトな側面を計
画的に変革していくプロセスである。現在、多くの企業で様々な組織開発の手法が生み出され、
実践されている。だが、実務界において組織開発に関する知識が次々と蓄積される一方、体系
的な理論的視点が提示されてこなかったため、理論的裏付けを欠いたまま開発、実践が行われ
ているのが実情であるという問題があった。 
 
２．研究の目的 
 上記の背景を受けた本研究は、実務界で注目を浴びてきた組織開発の理論的基盤を確立する
とともに、他の経営学の研究領域から横断的に得られた知見をもとに組織開発のレパートリー
を充実させ、実践していくことを目的とした。具体的には以下の 3 つの課題に取り組んできた。
第 1 に、組織開発の理論的基盤を確立することである。第 2 の目的は、組織開発のレパートリ
ーの充実化である。第 3 に、研究者による理論的基盤に根ざした組織開発の実践である。 
 
３．研究の方法 
 上記の 3 つの課題に対して本研究は、3 つの段階を設け、各段階において重点的なトピック
を設定し、研究を進めてきた。第 1 段階では、既存研究の整理を通して組織開発の理論的基盤
を構築した。それと並行して、参加観察などの方法を駆使して、これまで実施されてきた組織
開発の実態の把握も行なってきた。続く第 2 段階では、第 1 段階で構築された理論的基盤をも
とに、人材育成とリーダーシップ、さらには企業を取り巻く外部環境や戦略、制度などについ
ての研究成果を領域横断的に活用することで、組織開発のレパートリーの充実化を図った。そ
して第 3 段階では、研究者が組織に積極的に介入する経営学方法論の整備と並行しながら、本
研究メンバーによる組織開発の実践を行なってきた。 
 
４．研究成果 
 以上の目的と方法に基づいた研究成果は、以下の 5 点である（代表的なものに限る）。 
 
(1) 組織開発の理論的基盤の確立 

本研究は、体系的な理論的視点を欠く組織開発研究の課題に対して、以下に説明する理論的
基盤の確立を試みた。 

まず、研究代表者の金井がまとめた貴島ほか（2014）が、組織開発がアクションリサーチや
経営管理論といった学説的ルーツを持つ学問分野であることを明確にした。続いて、中原・中
村（2018）が、組織開発の系譜を 3 つの哲学的基盤に遡って整理した。具体的には、組織開発
がリフレクションを通じた知の形成を唱えたデューイ、今ここの経験に注目したフッサールの
現象学、無意識の存在を指摘したフロイトを哲学的基盤とし、そこから集団精神療法、そして
レヴィンを嚆矢とする T グループへと発展する流れを整理している。 
 以上の理論的基盤の確立によって、本研究は今後さらに実務界においてなされる組織開発に
関する知識を体系的に整理できた点で、組織開発研究に対する理論的貢献をもつ。 
 
(2) 人材育成とリーダーシップ 
 本研究は、組織開発と明示されずとも、同じく人材や文化などのソフトな側面の開発に注目
している人材育成やリーダーシップを対象に取り上げることで、組織開発の実践の際のレパー
トリーの充実化を試みた。 

まず、人材育成に関しては、中原（2015）では、研修時のアクションリサーチの実施および
その効果測定を考察している。また、平木・中村（2015）や中村（2016）は、組織開発が個人
の心理的成長に与える影響や人材育成に寄与することを明らかにしている。一方でリーダーシ
ップに関しては、小野（2015）が、企業で組織開発を行なう際のリーダーシップとフォロワー
シップを検討するとともに、吉村・中原（2017）が、教育機関における組織開発に関わるリー
ダーシップに関して検討し、組織開発がひろく応用可能性があることを確かめた。 
  
(3) 組織開発におけるミクロ―マクロ・リンケージ 

組織開発は、人材や文化などのソフトな側面に焦点を当てることが多いが、これらは組織の
制度的側面と密接な関係にあり、両者は不可分である。したがって本研究は、外部環境への適
応をはかる戦略や組織の制度といった観点からも、組織開発の具体的なあり方を検討してきた。 

例えば、北居（2015）が、マクロレベルの組織文化とミクロレベルの個人行動の関係を検討
する一方、桑田・松嶋・高橋（2015）が、制度派組織論の視点から、組織開発を通じて組織を
変革する際に、変革の主体がどのような存在として捉えられてきたかについて理論的考察を行
なってきた。そして中村（2017）が、組織開発を組織と職場の両側面から検討をさらに進めた。 

この（2）と（3）を通じ、職場における人材といったミクロレベルと、組織内の制度といっ
たマクロレベルの相互作用を踏まえた組織開発のレパートリーを充実化させた点で、組織開発
研究に対する理論的貢献をもつ。 
 
(4) 組織開発の実践を通じた方法論の整備 

この（1）～（3）のもとになる研究者が組織に積極的に介入する方法論の整備を行なった。
まず、松嶋ほか（2018）は、近年の経営学で盛んに議論されている構築主義（社会構成主義）
や物質性に触れながら、超越論的認識論や方法論的転回に共通する立場として、現象への介入
と存在を規定する物質論的転回と呼ばれる実在論的立場があることを確認した。同時期に中
原・中村（2018）は、組織開発が定義の風呂敷ワード化や似非自己啓発セミナーなどの横行に



伴う危機と向き合う過程で、研究者が実務家との対話による介入を伴う方法論に必要な社会構
成主義を取り入れる必要が出たことを指摘した。 

以上の議論に基づけば、組織開発は、従来のように研究者が外部から組織を観察する一般的
な科学ではなく、研究者も実際の組織の運営に積極的に介入していくアクション・サイエンス
が必要となる（福本・松嶋・古賀, 2014）。これは、経営学という学問のあり方を問い直す点で
画期的だといえよう。 
 
(5) 本研究メンバーによる組織開発の実践 
 最後に、（4）で整備された方法論に基づいた本研究メンバーによる組織開発の実践が、中原・
中村（2018）にまとめられた。当該書では、複数企業の事例を取り上げて具体的な手法を（1）
の理論的基盤に沿って整理、分類したうえで、今後の組織開発には、研究者が実務家との対話
による介入を伴いながら、企業ごとに手法を開発し、多様化する現場ニーズに応答していく必
要性を指摘した。 
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レベル・アプローチ、サービス学会第 4 回国内大会、2016 
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(7) 國部克彦・澤邉紀夫・松嶋登、有斐閣、計算と経営実践：経営学と会計学の邂逅、2017、

255 
(8) 中原淳、PHP 研究所、フィードバック入門 耳の痛いことを伝えて部下と職場を立て直す

技術、2017、209 
(9) 平木典子・金井壽宏、金剛出版、ビジネスパーソンのためのアサーション入門、2016、176 
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